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9はじめに
　介護福祉士の養成は，1987 年に制定された「社
会福祉士及び介護福祉士法」に基づいてスタートし
た．介護福祉士資格の取得方法は，大きく分けて，
実務経験を３年以上経て国家試験を受験するルート
と養成施設ルートがある．鳥取短期大学専攻科福祉
専攻（指定当時は，鳥取女子短期大学専攻科幼児教
育学専攻）は，1988 年３月に保育士資格取得者が
１年課程で介護福祉士資格を取得することができる
介護福祉士養成施設として指定を受け，養成教育を
スタートした．
　養成教育スタート以降，少子高齢化が続く中で保
育・介護を取り巻く状況は，家族形態の変化や家族
規模の縮小，要介護状態の長期化・重度化等により
求められるニーズが多様化してきている．また，社
会福祉基礎構造改革に基づき社会福祉のあり方も大
きく変化し，2000 年４月から施行された介護保険
制度は，措置制度から利用契約制度へと利用方法を
大きく変えた．社会情勢の変化に対応して，保育士
養成については，保育士資格の法定化や保護者支援
を業務とするなど変化してきており，介護福祉士養
成ではカリキュラムの見直しが行われ，2009 年度
から新カリキュラムでの教育となった．
　鳥取短期大学（以下，本学と記す）は介護福祉士
養成をスタートして 20 年以上経過しており，修了
生は，養成課程で学んだ時と現在の状況が大きく変
化している．このような状況から，専攻科福祉専攻
修了生の動向と現状，本学に対する意見・要望等の
有無を把握し，今後の介護福祉士養成教育への反映
や修了後の支援のあり方を検討する資料を得る目的
で調査を行った．　　
　本学修了生は，保育士資格取得者が１年課程で介
護福祉士資格を取得する課程であるため，修了後介
護福祉士としてだけでなく，保育士（ほとんどの修
了生は，保育士と併せて幼稚園教諭二種免許状を取
得している）としての進路を選択する修了者もある．
そこで調査結果を基に，養成教育とその後の支援を
検討する上で，介護福祉士としての進路選択をして
現に介護職に従事している人と介護職に従事してい
ない人の間で養成校に対するニーズに相違があるか
どうかを明らかにする必要があると考えた．
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　鳥取短期大学専攻科福祉専攻修了生対象に実施した調査の内，修了後の支援の必要性と研修ニー
ズを現在介護職として従事している人と保育士等介護職以外の人との比較を行った．支援の希望に
ついては現在介護職の人の方がやや多いが，介護職以外の人も半数は希望していた．希望内容では，
「医学知識」「制度関連の知識」等両方に共通するニーズと，「ストレスマネジメント」「利用者の
家族対応」「相談援助技術」等相違のあるニーズがあった．
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１．調査概要
⑴　調査目的
　介護福祉士養成施設修了後の動向と本学に対する
研修の要望を明らかにし，介護福祉士養成教育への
反映と修了後の支援を検討する基礎資料を得ること
を目的とする．
⑵　調査対象
　介護福祉士養成施設の指定を受けた鳥取短期大学
専攻科福祉専攻修了者（平成元年３月～平成 22 年
３月修了者）386 名の内，連絡先が不明の 41 名を
除く 345 名を対象とした．
⑶　調査期間
　平成 23 年６月１日～６月 30 日
⑷　調査・分析方法
　無記名自記式調査票を郵送し，後日郵送で回収し
た．データ分析は記述統計，クロス集計を行った．
⑸　調査内容
１）基本属性に関わる項目
　性別・年齢・修了年度・修了時点の進路・修了後
取得した免許や資格等・現在の職場
２）現在介護現場に勤務している人に関する項目
　施設の種別・転職経験・経験年数・職種・介護の
仕事について感じていること・満足度
３）介護現場に勤務している人以外に関する項目
　介護職経験・介護職経験年数・今後の介護職復帰
の希望）
４）修了後の支援の希望に関する項目　　
⑹　倫理的配慮
　調査対象者に研究の趣旨，目的，プライバシーの
保護，調査への参加は自由意志であることを文書で
説明した．調査用紙の返信をもって同意の得られた
ものとした．
２．調査結果
⑴　回収状況
　対象者 345 名，回答数 126 名，内有効回答数 126
名，回収率 36.2％
⑵　修了者の状況
　現在の職場は，介護職 71 名（56.3％），介護職以
外 55 名（43.7％）であった．
　性別は，現在介護職は，男性６名（8.5％），女性
65 名（91.5％），介護職以外は男性１名（1.8％），
女性 54 名（98.2％）である．本学は，平成 13 年度
から男女共学となったため，専攻科福祉専攻の修了
者は平成 15 年３月までは女性のみで，平成 16 年３
月修了者から男性修了者が含まれている．
　年齢は，介護職は 22 歳～43 歳（平均 31.8 歳），
介護職以外は 22 名～42 歳（平均 32.4 歳）であった．
　修了時点の進路は，表１に示した．現在介護職に
従事している人は，60 名（84.5％）が高齢者・障害
者施設に介護職としての進路を選択している．その
他と回答した人も病院での介護職として勤務してお
り，含めると 62 名（87.3％）となっている．現在
介護職以外の人は，修了時点の進路として 35 名
表１　修了時点の進路
介　護　職 介護職以外
人数 ％ 人数 ％
介護職（高齢者施設） 51  71.8 30  54.5 
介護職（障害者施設）  9  12.7  5   9.1 
保育士・幼稚園教諭  7   9.9 16  29.1 
一般職  0   0.0  0   0.0 
進学  0   0.0  1   1.8 
就労しなかった  0   0.0  1   1.8 
その他  3   4.2  2   3.6 
無回答（無効）  1   1.4  0   0.0 
計 71 100.0 55 100.0 
〈その他〉
　介護職（病院職員・病院の介護職）
　介護職以外（リハビリ病院・病院の介護職）
介護福祉士養成校修了生の研修ニーズ
11
（63.6％）が介護職，16 名（29.1％）が保育士・幼
稚園教諭としての進路を選択している．
　修了後に取得した資格や免許等については表２に
示した．現在介護に従事している人が取得した資格
や免許は，介護支援専門員が 21 名と最も多く，他
に社会福祉士・社会福祉主事・福祉住環境コーディ
ネーター，その他でも福祉関連の資格等を取得して
いる．介護職以外の人は，介護支援専門員が５名，
他社会福祉士・福祉住環境コーディネーター・大学
進学がそれぞれ１名となっている．その他では福祉
関連以外の看護師・理学療法士等の資格や学びをし
ている．一人で介護支援専門員・社会福祉士・社会
福祉主事と複数の資格を取得している人があり，修
了後資格等を取得した人は，介護職の人では 23 名，
介護職以外では 14 名となっている．
　調査時点の現在の職場は，表３に示した．現在介
護職以外の人の内，20 名は保育士・幼稚園教諭と
して勤務しているが，17 名は現在就労していない．
また，その他として修了後取得した看護師・理学療
法士の資格を活かした就職をしている人もいる．
⑶　修了後の支援の希望状況
　現在介護職以外の人の介護職経験は，「経験あり」
が 38 名（69.0%），「経験なし」が 17 名（（31.0%）
であった．今後の介護職への復職については，「ある」
と回答した人は 15 名，「どちらともいえない」が
28 名であった．「ある」と回答した人の現在の職場
は，保育士・幼稚園教諭が１名，一般職が１名，就
労していない人が 11 名，その他が１名であった．
　修了後の本学からの支援については，表４に示し
た．現在介護職の人は 71 名の内，47 名（66.28％）
が「希望あり」と回答しており，内訳は高齢者施設
勤務者が 37 名，障害者施設勤務者が４名，その他
が３名となっている．介護職以外の人は，55 名の
内 28 名（50.9％）が「希望あり」と回答しており，
内訳は保育士・幼稚園勤務者が 13 名，一般職が２名，
就労していない人が８名，その他が５名となってい
る．介護職に従事している人と介護職以外で比較す
ると，現在介護に従事している人の方が従事してい
表２　修了してから取得した免許や資格等
（複数回答）
　
介　護　職 介護職以外
人数 ％ 人数 ％
介護支援専門員 21 29.6  5  9.1 
社会福祉士  2  2.8  1  1.8 
精神保健福祉士  0  0.0  0  0.0 
社会福祉主事  3  4.2  0  0.0 
福祉住環境コーディネーター  3  4.2  1  1.8 
大学進学  0  0.0  1  1.8 
大学院進学  0  0.0  0  0.0 
その他  3  4.2 11 20.0 
〈その他〉
　介護職 （福祉用具プランナー・福祉用具選定相談
員・介護福祉士養成施設実習指導者）
　介護職 以外（看護師５人・理学療法士・２級建築
士・医療事務・レクワーカー・簿記）
表３　現在の職場
介　護　職 介護職以外
人数 ％ 人数 ％
介護職（高齢者施設） 53  74.6  0   0.0
介護職（障害者施設） 10  14.1  0   0.0
保育士・幼稚園教諭  0   0.0 20  36.4 
一般職  0   0.0  5   9.1
進学  0   0.0  0   0.0
就労していない  0   0.0 17  30.9 
その他  6   8.5 13  23.6 
無回答  2   2.8  0   0.0
計 71 100.0 55 100.0 
〈その他〉
　介護職 （病院の介護職３人・地域包括支援セン
ター・社会福祉協議会）
　介護職 以外（看護師２人・理学療法士・病院３人・
介護認定調査員２人・事務職・店員・農業・
不登校児のサロン支援員・短大）
表４　修了後の支援希望
介　護　職 介護職以外
人数 ％ 人数 ％
あ る 47  66.2 28  50.9
な い 20  28.2 24  43.6
無 回 答  5   5.6  3   5.5
計 71 100.0 55 100.0 
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ない人より希望する割合が高くなっている．介護職
以外の人で希望している人の状況を現在の職場別で
みると保育士・幼稚園教諭は 20 名の内 13 名となっ
ているが，就労していない人は「希望する」を「希
望しない」が上回っている．
　支援の「希望あり」と回答した人の希望する研修
内容については，表５示した．現在介護職に従事し
ている人は，「医学知識」が最も多く 71 名の内の
20 名，次いで「介護保険制度に関する知識」15 名，
「福祉に関する制度・法律の知識」14 名と制度関連，
その次に「認知症高齢者への介護知識・技術」13 名，
　「ストレスマネジメント」12 名となっている．
　介護に従事していない人の現在の職場別での希望
内容は表６に示した．保育士・幼稚園教諭の人は「保
育に関すること」が最も多く，次いで「相談援助技
術」「医学知識」「ケアマネジメント」「利用者の家
族対応」となっている．
〈保育士・幼稚園教諭〉 （３つまで選択）
人数 ％
医学知識 4 20.0
認知症高齢者への介護知識・技術 3 15.0
ターミナルケア 2 10.0
介護保険制度に関する知識 2 10.0
福祉に関する制度・法律の知識 2 10.0
介護過程 0  0.0
ケアマネジメントに関すること 4 20.0
コミュニケーション技法 2 10.0
利用者の家族対応 4 20.0
相談援助技術 6 30.0
基本的介護技術 1  5.0
リスクマネジメント 2 10.0
職場管理 0  0.0
ストレスマネジメント 3 15.0
スーパーバイズ 0  0.0
保育に関すること 8 40.0
その他 0  0.0
無回答（無効） 0  0.0
〈一般職〉 （３つまで選択）
人数 ％
医学知識 0  0.0
認知症高齢者への介護知識・技術 1 20.0
ターミナルケア 0  0.0
介護保険制度に関する知識 1 20.0
福祉に関する制度・法律の知識 1 20.0
介護過程 0  0.0
ケアマネジメントに関すること 1 20.0
コミュニケーション技法 0  0.0
利用者の家族対応 0  0.0
相談援助技術 0  0.0
基本的介護技術 1 20.0
リスクマネジメント 0  0.0
職場管理 0  0.0
ストレスマネジメント 0  0.0
スーパーバイズ 1 20.0
保育に関すること 0  0.0
その他 0  0.0
無回答（無効） 0  0.0
〈就労していない〉 （３つまで選択）
人数 ％
医学知識 1  5.9
認知症高齢者への介護知識・技術 2 11.8
ターミナルケア 4 23.5
介護保険制度に関する知識 4 23.5
福祉に関する制度・法律の知識 2 11.8
介護過程 0  0.0
ケアマネジメントに関すること 1  5.9
コミュニケーション技法 1  5.9
利用者の家族対応 3 17.6
相談援助技術 1  5.9
基本的介護技術 0  0.0
リスクマネジメント 0  0.0
職場管理 0  0.0
ストレスマネジメント 2 11.8
スーパーバイズ 0  0.0
保育に関すること 0  0.0
その他 0  0.0
無回答（無効） 0  0.0
表６　介護職以外の希望する研修内容等
表５　希望する研修等の内容
（３つまで選択）
介護職 介護職以外
人数 ％ 人数 ％
医学知識 20 28.2 10 18.2 
認知症高齢者への介
護知識・技術
13 18.3  8 14.5 
ターミナルケア  9 12.7  8 14.5 
介護保険制度に関する知識 15 21.1 10 18.2 
福祉に関する制度・法律の知識 14 19.7  5  9.1 
介護過程  1  1.4  0  0.0 
ケアマネジメントに関すること  6  8.5  8 14.5 
コミュニケーション技法  6  8.5  5  9.1 
利用者の家族対応  5  7.0  7 12.7 
相談援助技術  5  7.0  7 12.7 
基本的介護技術  4  5.6  2  3.6 
リスクマネジメント  4  5.6  2  3.6 
職場管理  8 11.3  0  0.0 
ストレスマネジメント 12 16.9  5  9.1 
スーパーバイズ  7  9.9  1 1.8 
保育に関すること  0  0.0  9 16.4 
その他  0  0.0  1  1.8 
無回答（無効）  1  1.4  0  0.0
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３．考察
⑴　１年課程の養成校の状況
　介護福祉士養成施設の修業年数は，１年・２年・
３年・４年制がある．そのうち修業年数２年の養成
校が最も多く平成 23 年４月１日現在では，269 校
281 学科が存在する．修業年数１年の養成校は，平
成 23 年４月１日現在で 37 校（49 学科）ある．１
年の養成校は，社会福祉士養成校等経た場合と保育
士養成施設等を経た場合とがあるが，１学科を除く
48 学科は本学も含め保育士養成施設等を経た場合
の養成校である．
　本学を修了した人の進路は，保育士資格（幼稚園
二種免許状も併せて取得している人が大半である）
を取得していることから，介護職だけではなく保育
士・幼稚園教諭で就職している．さらには修了後の
進路変更で介護職から保育士・幼稚園教諭になって
いる人もある．
⑵　研修ニーズの比較
１）共通点
　介護職と介護職以外両方共に研修ニーズが高いも
のとして，「医学知識」「介護保険制度に関する知識」
「認知症高齢者への介護知識・技術」「ターミナル
ケア」がある．
①医学知識
　医学に関する研修ニーズについては，小林の調査
報告1）の「介護職に従事してもっと勉強したいこと
がら」の中で，「介護の知識・技術」「リハビリテー
ション」に次いで「看護の知識・技術」が高く，鍋
島等の研究2）において「医学知識」は，卒後教育に
希望する内容としては高い割合を示していた．また，
福田の調査研究3）において「重要と感じる内容は」
は，排泄・食事・入浴等の直接的介護であるのに対
して「学びたい内容」では「ターミナルケア」「医
療知識・技術の活用」「ケアプランの作成」が上位
を占めていた．
　このように介護福祉士として従事する人にとって
「医学知識」は，不足していると感じている知識の
一つであると考えられ，本学修了生においても同様
な状況がとなっている．
　「医学知識」が高くなる要因として２つのことが
考えられる．１つは養成課程上の要因である．１年
課程のカリキュラムは保育士資格取得を基礎として
いることから，保育士養成で学んでいると思われる
内容については２年課程に比べて時間数が少なく
なっている．「医学知識」は時間数が少なくなって
いる科目の一つで，２年課程では必修 90 時間となっ
ているが，１年課程では資格必修科目にはなってい
ない．実際には，本学では「医学一般」選択 30 時
間を設定し，全員受講するようにして必修化させて
いた．2009 年度からの新カリキュラムでは，介護
実践に必要な知識という観点から，医学的内容は重
要視され「こころとからだのしくみ」の中に組み込
まれることとなった．その時間数は２年課程では
120 時間，１年課程では 60 時間となったが，２年
課程と比較すると，時間数としては半分である．こ
うした１年養成課程の課題が医学知識を学びたい理
由と考えられる．
　もう一つの要因としては，利用者の重度化がある．
支援の対象者に医療ニーズの高い人が多くなってい
る介護現場で，医療知識を必要と感じる状況が増え
ていることが影響していると考えられる．このこと
は，2011 年６月に「社会福祉士及び介護福祉士法」
等の一部改正により介護福祉士の業務に喀痰吸引等
が追加されたことにも表れている．医療職が配置さ
れていない，あるいは勤務していない夜間・休日な
ど，医療ニーズの高い利用者が多い中，不安を抱え
ながら介護している状況があるのではと思われる．
このような状況に置かれている介護福祉士が「医療
に関する知識」を得たい・学びたいという思いが研
修ニーズの高さになっていると考えられる．
②制度に関連する知識
　介護職の人は「医学知識」に次いで「介護保険制
度に関する知識」「福祉に関する制度・法律の知識」
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が高くなっている．介護職以外は「福祉に関する制
度・法律の知識」は研修ニーズとしては低いが，「介
護保険制度に関する知識」は「医学知識」と同じく
最も高くなっている．希望している内訳では，就労
していない人とその他の人が希望している．
　「制度に関連する知識」が高くなる要因としては，
「医学知識」と同じく養成課程上の要因があると考
えられる．旧カリキュラムで２年課程にあった「社
会福祉総論」（60 時間）・「老人福祉論」（60 時間）・
「障害者福祉論」（30 時間）が，本学では「社会福
祉総論」（30 時間）を選択必修として必修化してい
たが，１年課程では「老人福祉論」（60 時間）のみ
であった．
　もう一つは，社会福祉基礎構造改革以降の福祉に
関する制度等のめまぐるしい変化が影響していると
考えられる．介護保険制度創設・障害者自立支援法
制定とその後の見直しなど養成校で学んだ内容が変
わってきている．現に従事している人だけでなく，
就労していなくて介護職への復帰を考える人にとっ
ては学ぶ必要のある内容と言える．さらに，介護福
祉士実務経験５年以上の人は，介護支援専門員を目
指すようになってくると介護保険制度に関する学び
の必要性はさらに大きくなってくるものと考えられ
る．
③「認知症高齢者への介護知識」「ターミナルケア」
　高齢化の進展は，「介護」を誰にも身近な課題と
感じさせるようになってきている．そのため，介護
職以外の人にとっても関心の大きい内容と思われ
る．介護職の人の場合は，要介護者の中に占める認
知症高齢者の増加と 2006 年度介護保険法の一部改
正による介護報酬見直しで，看取り介護加算・重度
化対応加算が導入されたことが研修ニーズに影響し
ていると考えられる．
　介護福祉士養成課程の 2009 年度からの新カリ
キュラムでは，「認知症の理解」（60 時間）が一つ
の科目として設定された．旧カリキュラムでは「形
態別介護技術」の中で学んではいたが，十分とはい
えなかったことがニーズとして表れていると考えら
れる．
　日本介護福祉士会がファーストステップ研修修了
者が勤務する事業所を対象に行った調査研究4）の中
で「介護福祉士資格取得後更に一定の実務経験後の
介護福祉士に必要な知識・技術」で「とても必要で
ある」が一番多かったのは，「認知症高齢者の介護
に関する知識」，次いで「認知症に関する知識」であっ
た．この点からも特に現在介護職の人にとっては研
修ニーズが高くなっている理由と考えられる．
２）相違点
　介護職と介護職以外の人の研修ニーズを比較して，
現在介護職の人の研修ニーズが高いものとして「福
祉に関する制度・法律の知識」「ストレスマネジメ
ント」，介護職以外の人の方が高いものとして「保
育に関すること」「ケアマネジメントに関すること」
「利用者の家族対応」「相談援助技術」がある．
①ストレスマネジメント
　「ストレスマネジメント」については，現在介護
職についている人の方が介護職以外の人より研修
ニーズは高く，介護現場において介護職員が何らか
のストレスを抱えていることが予想される．介護職
で「ストレスマネジメント」を希望している人 12
名の内７名は，介護職 11 年～17 年の経験年数の人
であった．このような人は職場で「主任」「副主任」
などリーダーとして責任のある立場を担う場合が多
い．こうした立場になると介護業務とスタッフの指
導や部下のマネジメント業務など中間管理的な役割
を担うことになり，ストレスを感じる場面も多くな
ると考えられる．
　平成 20 年３月に実施されたストレスマネジメン
トの研究5）の調査結果でも，スタッフに比較しリー
ダーのストレス度は高く，施設の規模が大きくなる
ほどそのストレス度は高くなると報告されている．
　先行研究6）では，スタッフのストレス軽減はリー
ダーの能力によって左右されるとあり，リーダー自
身にも「ストレスマネジメント力」が要求されてい
る．「ストレスマネジメント」研修の希望には自ら
の「ストレス」を「マネジメント」するだけでなく，
介護福祉士養成校修了生の研修ニーズ
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「ストレスマネージャー」としての力量を身につけ
たいという意図もあるのではないかと考える．
　過大なストレスはバーンアウトに繋がり離職に繋
がるとの報告もされている．仕事の継続，さらには
利用者への適切なケアを行う上で「ストレスマネジ
メント」は必要となってくると思われる．
②利用者の家族対応・相談援助技術　
　介護職以外の中の保育士・幼稚園教諭の人の希望
内容の中で「保育に関すること」に次いで「相談援
助技術」の希望が多かった．2010 年に保育士養成
課程等の改正が行われ，2011 年度入学生からの適
応となったが，その改正で新設された教科目の一つ
に「保育相談支援」がある．これは保育士が「保護
者に対する保育に関する指導」（児童福祉法第 18 条
の４）について具体的に学ぶことの重要性から新設
され，これまでの保育士養成課程の「家族支援論」
（旧家族援助論，）「相談援助」（旧，社会福祉援助
技術）等と関連させて学ぶようになった．こうした
養成科目改正の背景と修了生の研修ニーズとは関連
していると考えられる．
　「保護者に対する保育に関する指導」は，家族規
模の縮小等による家庭機能の低下・子育て家庭の孤
立化等，子育てをめぐる問題が高まる状況で保育士・
保育所に求められる役割として重要なものとなって
きている．こうした求められる役割を果たしていく
ために保育の職場における利用者の家族（保護者）
とのかかわり方や相談支援の技術が必要となってき
ており，これが研修ニーズとなっていると考えられ
る．
　介護職も「（前文省略）…並びにその者及びその
介護者に対して介護に関する指導を行うこと…
（略）」（社会福祉士及び介護福祉士法第２条） と介
護福祉士の定義に示されているように，家族介護者
に対する指導は業務ではあるが，必要性の感じ方に
相違が見られている．
まとめ
　介護福祉士・保育士の資格は，養成校で必要な単
位を修得することで取得できるが，資格取得がゴー
ルではなく，その後の研鑽が求められる．介護福祉
士においては 2006 年１月に厚生労働省社会・援護
局の私的懇談会として設置された「介護福祉士のあ
り方及びその養成プロセスの見直し等に関する検討
会」の報告書で養成の目標が示された．その報告書
では「資格取得時の到達目標」が示され，資格取得
時の介護福祉士と「求められる介護福祉士像」につ
いて提言された．この「求められる介護福祉士像」
を目指して介護の専門職として研鑽しなければなら
ない．
　研鑽には介護現場で行われる職場内外の研修等の
みならず職能団体としての介護福祉士会の取り組み
が必要となってくる．一方，養成校として担う役割
もあると考えられる．今回は研修に関する希望を調
査したが，尾崎・馬込の卒業生アンケートをもとに
行われた研究7）で述べているように精神的サポート
等，研修以外でも養成校に期待していることがある．
本学の学生は，養成校の所在地である鳥取県と隣県
の島根県の出身が大半であり，修了後，地元で就職
している．この養成校に近い地域に修了生がいるこ
とを踏まえた卒後支援のあり方を検討していくこと
が地域に貢献する意味においても求められると考え
る．
　また，今回の調査で明らかになった研修ニーズを
保育士資格取得で学んでいることを前提とした１年
課程の介護福祉士養成教育に反映することを検討す
る必要があると考える．
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